
（取組）  

■ 全国の社会保険事務所（312か所）に社会保険・労働保険徴収事務センターを設置し、保険料算定の   

基礎となる賃金や保険料額の届出の受付等の事務を実施。  

■ インターネットによる社会保険と労働保険に係る届出の一括受付。  

● 平成18年度から、以下の取組を実施。  
ア 双方の保険料を滞納している事業所に係る納付督励について、社会保険の職員が実施  

イ 双方の調査対象事業所に係る共同調査について、労働保険の職員が実施  

ウ 徴収事務センターで受け付ける労働保険の届出書の範囲の拡大  

工 事業所説明会開催時期の統一（3月又は4月に統一）  

● 労働保険における年度更新（当該年度の概算保険料及び前年度の確定保険料の申告納付）の期限   

を社会保険の標準報酬月額の算定に関する届出の期限である7月10日に統一（平成21年4月～）。  
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4。事務処理の効率化と予算執行の無駄の排除  

（取組）  

● 健康保険・厚生年金適用関係届書、国民年金適用・保険料関係届書、健康保険給付関係及び年金給   
付関係の届書の入力業務等について、事務局単位での集約化を図るとともに、外部委託化を推進（平成17   

年度～）。  

（平成17年度）  （平成18年度）   （平成19年度）  

193届書  

59届書  

109届書  

361届書  

151届書  

47届書  

83届書  

合計281届書  

適用関係届書（健保・厚年・国年）   64届書  

健保給付関係届書  

年金給付関係届書  

● 外部委託のブロック単位への集約化（平成17年度～）。  

● 集約化により効率化が見込める年金関係の審査業務及び政府管掌健康保険の公法人化を見据えた健   

保給付関係の業務の都道府県単位の集約化等の推進（平成18・19年度～）。  
● 市町村を経由して提出される国民年金関係の届書等について、市町村から磁気媒体により報告を受   
けられるようにするため、システム開発に係る費用対効果等を踏まえ、社会保険オンラインシステム   

の最適化を前提として、実施に向けて検討（平成17年度～）。  
● オンライン利用促進のための行動計画（平成18年3月31日CIO連絡会議）に基づき、健保・厚   

年の適用関係6届書について、磁気媒体届書作成プログラムを利用した電子申請の利用促進の取組を実   
施（平成18年度～20年度）。  

● 日本年金機構設立に向けた業務方法の見直しを進める（平成19年度～）。  

● 集約事務センターの設置に向けて、都道府県単位の事務センターの業務集約化を推進（平成19年度  

～）。   



（取組）  

● 競争入札及び企画競争の原則化（平成16年8月～）。  
● 調達委員会の設置（平成16年10月～）。  

● 監修料の受け取り禁止等の厳格なルールの遵守（平成17年1月～）。  

● 予算執行についての内部監査の強化（平成17年1月～）。  

● 公共調達審査会、契約審査会及び第三者機関である公共調達監視委員会において、競争契約及び随意   

契約の事後審査を的確に実施（平成19年12月～）  

● インターネットを活用した予算・決算の情報提供（平成17年3月～）。  

● 調達コスト削減目標数値の設定（平成17年3月～）。  

● 社会保険庁全体で共通の事業単位コードを設定（平成16年10月～）し、事業単位コードを適用、徴   

収、給付、相談等の各業務のコスト管理に活用することにより、職員のコストに対する意識の向上を図   

るとともに、事業目標の達成に向けた効率的なコスト配分を検討するため、事業目標の達成状況とコス   

トの相関関係の分析を実施（平成17年度～）。  

● 予算の積算と決算が連動して検証できるよう、予算の積算を適用業務、徴収業務、給付業務及びシス   

テム関連業務に分類するとともに、執行結果を予算要求に反映させる（平成18年度予算要求～）。  

● 予算書・決算書について、政策評価上の政策ごとに予算とその成果を評価できるよう、予算書・決算書   

の表示科目単位と政策評価における政策とを原則として対応させる見直しを実施（平成20年度～）。  

● 厚生保険特別会計及び国民年金特別会計を統合し、事務事業の合理化・効率化を図る（平成19年度～）。  

● 船員保険特別会計については、健康保険に相当する部分等を全国健康保険協会に移管した上で、労働   

保険特別会計に統合（日本年金機構発足時～）  
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（到達目標）   

＞効率性■透明性■  

（取組）  

■ 「被保険者等の福祉を増進するために必要な施   

設をすることができる」旨の国民年金法及び厚生   

年金保険法上の規定を根拠に、年金福祉施設の設   

置等のほか、年金相談、年金教育・広報等を実施。  

● 年金福祉施設整備には新たに年金保険料財源   

を投入しない（平成16年度～）。  

● 独立行政法人年金・健康保険福祉施設整理機構   
を設立し、年金福祉施設等の整理合理化に着手   

（平成17年10月～）。  

● 「必要な施設をすることができる」旨の規定を   

廃止するとともに、「年金教育・広報、年金相談、   

被保険者等への情報提供等の国民年金事業・厚生   

年金保険事業の円滑な実施等を図るための事業   

を行うことができる」旨の規定等を整備し、保険   

料財源により実施する事業の範囲の明確化を図る   

（平成20年度～）。   

（取組）  

■ 年金事務費については、国の厳しい財政事情   

に鑑み、その一部に保険料を充てる財政上の特   

例措置を実施（平成10年度～）。  

■ 年金事務費の財源区分を見直し、国民の理解   

が得られるよう、保険料負担を保険事業運営に   

直接関わる適用、徴収、給付、システム経費に   
限定し、職員宿舎や一般公用車等の内部管理事   

務経費については、国庫負担とした（平成17年   

度～）。  

● 受益と負担の明確化等を図るため、年金事務   

費への保険料充当の仕組みを制度化（ただし、   

事務費負担の財源区分は平成17年度～19年度   

と同様とし、職員人件費、内部管理事務経費に   

ついては国庫負担）（平成20年度～）。  
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（取組）  

■ 社会保険オンラインシステム刷新可能性調査の実施（平成16年1月～平成17年3月）。  

t 社会保険業務に係る業務・システムの見直し方針の策定（平成17年6月）。  

■ 「社会保険業務の業務・システム最適化計画」の策定（平成18年3月）。  

■ 最適化計画に基づき、以下の取組を実施し、オンラインシステムの刷新を図る（平成18年度～）。   

● サーバを中心とした柔軟性のあるシステム構成への刷新、コンピュータセンター（3カ所）の  

機能統合などによるシステム運用経費の削減及び原則、一般競争入札による調達、ハードウェ  

ア・ソフトウェアの分離調達などにより費用構造の透明性を確保。   

● 手作業処理のシステム化、既保有情報の活用、他の公的機関とのデータ連係等により業務を効  

率化。   
● システム部門の組織強化、システム調達に関する専門知識の共有、業務研修の充実により管理   

運営機能を強化。   

● バックアップセンターの設置や個人情報保護対策などにより安全性・信頼性を確保。  
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5。法令遵守と個人情報保護の徹底  

（到達目標）   

′職員一人一人について、   

野′7■  

（取組）  

■ 内部通報制度の実施及び法令遵守委員会の設置（平成16年10月～）。  

■ 全職員に毎年1回以上の法令遵守研修の受講の義務づけ（公務員倫理、個人情報保護等）（平成17年2   

月～）。  
■ 庁内各組織ごとの法令遵守推進者の設置（平成17年2月～）。  

● 外部（職員以外の者）からの法令違反通報窓口の設置及び内部通報制度の活用の徹底（平成18年6月   

～）。  
● 本庁に置かれた法令遵守委員会の調査範囲の拡大（外部からの通報、事務所等における事件・事故・事   

務処理誤り報告等）（平成18年7月～）。  

● 各社会保険事務局への法令遵守委員会の設置（平成18年7月～）。  

● 弁護士による内部通報の外部窓口の設置（平成20年春～）  

● 社会保険大学校における全ての研修、各社会保険事務局及び社会保険事務所で行う研修において、社会   

保険事業という国民生活にとって極めて重要な仕事に携わる使命感の酒養を図るとともに、社会保険の業   

務の基本を徹底させつつ、業務に即したきめ細かな法令遵守研修の充実を図る。その際、関係法制度の正   

確な理解を進めるため、事例集や事故リストを題材とした研修資料の活用を図る（平成18年7月～）。  

● 法令遵守の理念・チェックポイントを職員が携帯することにより「見える化」し、法令遵守意識の滴養を図る（平   

成18年9月～）。  
● 職員からの職務遂行上の疑問等に係る相談等について、迅速かつ機動的に対応ができる仕組みの整備   

（平成19年2月～）。   



（取組）  

● 現行システムにおいて、コスト面に留意しつつ、入力処理履歴から事務所ごとの特定の入力記録を抽出   

した上で、統計的に整理し、異常数値を監視するシステムを開発（平成18年度～）。  

● 国民年金の免除等の申請書の入力等について、事務局事務センターヘ集約化し、受付と入力処理の分離を   

進めるとともに、OCR（光学式文字読取装置）による処理の必須化と窓口装置からの直接入力の原則禁   

止を図る（平成18年9月～）。  

■ 平成22年度末に稼働予定の刷新システムにおいては、以下のチェック機能を整備する（平成23年度～）。   

● 入力業務は、集約事務センターに集中化する。   

● スキャナー装置等により仮入力した上で、決裁権限を有する者のみが決裁入力を行えることとし、決   

裁権限についてもリスクに応じて設定する。   

● 監察部門に対し、調査・分析データを提供する。  
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